
【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容】

【事業費について】

2

目

8

人件費（B）

総コスト（A＋B） 11,089 0 0

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

平成28年度

最終目標値

市民 子育て支援事業充実
子ども・子育て支援事業計画

書策定

2,389

受益者

款

3

項
予算科目

事業費内訳
（主なもの）

2,389

受益者の考えている価値

― 策定済

事業開始時

総事業費
2,389

千円

従事職員数(人) 1

8,700 0

事業費（A）

委託料

2,389

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

財源の種類 根拠法令等

総コスト計

補助率、交付
税措置率等

一般財源

0

合計

求められる成果（単位）

（単位：千円）

0

未策定

平成26年度 平成27年度

事 業 内 容

①子ども・子育て支援新制度に基づき、5年間の計画期間に
おける幼児期の学校教育・保育・地域の子育て支援について
の需要計画を盛り込んだ「糸島市子ども・子育て支援事業計
画」を策定する。
②計画策定にあたり、子ども・子育て会議を開催し、計画策定
における協議を行う。児童健全育成推進協議会を糸島市子ど
も・子育て会議とする。

事業期間 平成２６年度（１年間）

（うち市予算化分）
千円

　「子ども・子育て支援法」（平成24年8月制定）に基づき、子ど
も・子育て支援事業を総合的かつ計画的に行うために、「子ど
も・子育て支援事業計画」を策定し、地域の子育て支援の充
実を図る。

基本目標２　子どもが健やかに育つまちづくり

政　策 （１）子育て支援の充実

施　策 　①　子どもを生み育てられる環境を整備する

重点プロジェクト 　子育て支援プロジェクト

人権福祉部 子ども課事 業 名 担当部課子ども・子育て支援事業計画策定事業

2,389

糸島市

実施方法 一部委託
事業目的

0 人件費割合(%) 78.5

0

2,389

8,700

0

平均人件費

11,089

進捗状況
・
現状

平成26年度に、子ども・子育て支
援事業計画策定を行うため、アン
ケート調査実施に向け取り組んで
いる。アンケート調査結果に基づ
き計画書を策定する。

事業主体

現在値

会計種類 一般会計

0

0
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【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容】

【事業費について】

目

3 2 7

0.2 平均人件費

その他

1,740

15,000 32,916

財
源
内
訳

0

0

項

1,740 人件費割合(%) 9.6

款

32,916

市民 対象児童の医療費軽減額 ―

①現行制度では入院、通院とも就学前までの医療費に
ついては無料となっている。入院に係る対象を小学校３
年生まで拡充する。
②対象児童数は就学前までの受給児童５，０８５人と、
小学１年～３年生までの児童数２，７７５人を合わせ約
７，８６０人となる。(平成２５年４月１日現在、受給者及び
学校基本調査より)
③平成27年４月実施に伴い、26年度中に既存の乳幼
児医療システム改修を行う。

千円

事 業 内 容

総事業費

県支出金

地方債

予算科目

人権福祉部

事業主体

32,916
（うち市予算化分）

千円

受益者の考えている価値

0

求められる成果（単位）

一般会計

受益者

事業費（A）

0.2

担当部課

・市制度として平成15年７月に入
院費について小学校就学前まで
無料化
・市制度として平成22年10月に入
院・通院とも小学校就学前まで無
料化
・県内60市町村のうち入院につい
て小学校３年生以上を無料として
いる市町村数は４２となっている。

糸島市

実施方法

会計種類

補助

子ども課

進捗状況
・
現状

基本目標２　子どもが健やかに育つまちづくり

施　策 　①　子どもを生み育てられる環境を整備する

重点プロジェクト 　子育て支援プロジェクト

（１）子育て支援の充実政　策

事業目的

本制度は、未来を担う子どもたちと子育て世代にとっ
て、極めて重要な施策である。本制度を見直し、入院の
対象を小学校３年生まで拡充する。

子ども医療費助成事業　(乳幼児医療費支給)事 業 名

子育て支援の充実

平成26年度 平成27年度

事業期間 平成２６年度～平成２８年度（３年間）

事業開始時

（単位：千円）

15,000千円―

現在値 最終目標値

国庫支出金

合計平成28年度

0

一般財源
2,916 15,000

2,916 15,000 15,000 32,916

8,700

16,740 16,740 36,396

従事職員数(人)

事業費内訳
（主なもの）

人件費（B） 0

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

財源の種類 根拠法令等

総コスト（A＋B） 総コスト計

補助率、交付
税措置率等

2,916
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【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容】

【事業費について】

10 1 2

直営

総コスト（A＋B） 3,510

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

870

財源の種類

人件費（B） 人件費割合(%)

3,510

補助率、交付
税措置率等

9,650

27.0

根拠法令等

総コスト計

870 870

2,630

0

0

最終目標値

8,700

現在値

― ―

0.1 0.1 平均人件費

事業開始時

44

予算科目
款 項

事業目的

事業期間 平成２６年度～平成２８年度（３年間） 会計種類 一般会計

実施方法

目

　現在は学校が困り感を持った児
童生徒を発見し、みなかぜ相談に
つないでいるが、問題が顕在化し
て発見するケースがほとんどであ
る。問題が顕在化する前に手立て
を講じることで、二次障がい等を
未然に防ぐことができる。

事業主体 糸島市

施　策

政　策 （２）学校教育の充実

発達障がい等を早期に発見し、みなかぜ相談に繋ぎ、適切な
支援を行うことで、二次障がいを未然に防ぐ。

千円

担当部課臨床心理士学校巡回事業

重点プロジェクト

総事業費

　該当なし

教育部

千円

基本目標２　子どもが健やかに育つまちづくり

学校教育課事 業 名

進捗状況
・
現状

事 業 内 容

　臨床心理士が学校を巡回し、全ての学級の授業中の児童生
徒の様子を観察し、専門家の立場から気になる児童生徒を
ピックアップするとともに学校に対する指導助言を行う。
○具体的活用
・学期に２回、各学校の全児童生徒の様子を観察する。
・気になる児童生徒について、教職員を交えて情報交換を行
い、必要に応じてみなかぜ相談につなぐ。
・必要に応じ教職員に対する研修等を実施する。

　④　子どもの学習意欲・自尊感情・体力の向上を支援する

受益者の考えている価値

7,040

発達障がい等の早期発見
による問題等の未然防止

発達障害等の早期発見件数及
び相談件数

受益者

平成26年度 平成27年度

求められる成果（単位）

7,040

（単位：千円）

平成28年度 合計

7,0402,640 2,640

7,040

財
源
内
訳

一般財源

国庫支出金

地方債

その他

1,760

県支出金

1,760

諸謝礼 諸謝礼 諸謝礼

2,640 2,640

0

0

事業費（A）

（うち市予算化分）

児童生徒

事業費内訳
（主なもの）

従事職員数(人) 0.1

23



【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容】

【事業費について】

2・3 1

補助率、交付
税措置率等

款 項 目

２５年を経過し、点検による更新の
指摘を受け更新した施設
H24更新　一貴山小
H24更新　前原西中
H25更新　前原小
H25更新　加布里小
H25更新　怡土小

糸島市

0 870

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

財源の種類 根拠法令等

総コスト（A＋B） 0 10,870 5,870

人件費（B） 10.4

平均人件費 8,7000.1

工事請負費

870

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

一般財源

最終目標値

児童・生徒
教職員

地域住民

安心して利用できる
施設設備の維持

危険箇所（設備）、不具合箇
所（設備）の解消数

11 ― 0

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位）

総事業費 55,000 千円
（うち市予算化分）

事業開始時

55,000 10

事 業 内 容

現在値

千円 予算科目

小中学校受電設備改修事業 担当部課

平成２７年度～平成３３年度（７年間） 会計種類 一般会計

　老朽化した受電設備（キュービクル）を更新する。
　
　設置後、２５年程度経過し、かつ、点検により更新の指
摘を受けた施設の改修を順次行い、波及事故を防止す
る。
Ｈ２７　雷山小、前原中　　Ｈ２８　桜野小
Ｈ２９　長糸小、深江小、可也小
Ｈ３０　引津小　　Ｈ３１　福吉中
Ｈ３３　波多江小、福吉小、前原東中

進捗状況
・
現状

教育部 教育総務課

直営実施方法

政　策 （２）学校教育の充実

施　策 　④　子どもの学習意欲・自尊感情・体力の向上を支援する

事 業 名

小中学校教育環境整備
（老朽化した設備を改修し、事故を防止する）

重点プロジェクト 　該当なし

基本目標２　子どもが健やかに育つまちづくり

事業目的
事業主体

事業期間

平成28年度

（単位：千円）

合計平成27年度

15,000

0

総コスト計

0

16,740

人件費割合(%)

5,000

0

0

10,000 5,000

0

平成26年度

従事職員数(人) 0 0.1

事業費内訳
（主なもの）

工事請負費

事業費（A）

15,0000 10,000
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【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容】

【事業費について】

款 項 目

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

財源の種類 根拠法令等
補助率、交付
税措置率等

46,941総コスト（A＋B） 11,349 16,589 19,003

870人件費（B） 人件費割合(%)

総コスト計

従事職員数(人) 0.1

5.6870870

10,479

44,33118,133

44,33118,133

地方債

15,719

その他
0

8,7000.1 0.1

工事請負費

0

事業開始時

県支出金

（単位：千円）

10

最終目標値

児童、生徒
教職員

熱中症にならない教育
環境施設整備

空調性能を改善した設備台数 ― ― 285

受益者 現在値

千円

事 業 内 容

受益者の考えている価値 求められる成果（単位）

一般会計

予算科目総事業費 70,131 千円
（うち市予算化分）

更新時期を迎えている空調機が
多く存在する。
故障が多発しており、修繕費が嵩
み、対応部品の製造中止等で対
応に苦慮している。
・設置数　　531台
・改修計画　62台

基本目標２　子どもが健やかに育つまちづくり

政　策 （２）学校教育の充実

施　策 　④　子どもの学習意欲・自尊感情・体力の向上を支援する

小中学校空調設備整備事業 担当部課 教育総務課事 業 名 教育部

重点プロジェクト

国庫支出金

　該当なし

平成27年度

平均人件費

0

合計

0

直営

平成28年度

70,131

事業目的

小中学校教育環境整備
（市内小中学校の空調環境の向上、修繕費用の削減
電力量・料金の節約）

事業主体 糸島市

事業期間

空調設備の設置・改修（更新）事業。
特別教室への空調設備設置。
老朽化した空調設備（エアコン）の取替工事
設置後、１５年程度超過で更新計画。
対象：全小中学校
Ｈ25－12台　Ｈ26－12台　Ｈ27－18台  H28－20台

平成２５年度～平成２８年度（４年間）

実施方法

2・3 1

会計種類

進捗状況
・
現状

財
源
内
訳

一般財源

事業費内訳
（主なもの）

事業費（A）
10,479

工事請負費 工事請負費

15,719

平成26年度
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【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容】

【事業費について】

款 項 目

10 1 2

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

財源の種類 根拠法令等
補助率、交付
税措置率等

総コスト（A＋B） 1,326 1,623 1,623 総コスト計 4,572

8,700

人件費（B） 435 435 435 人件費割合(%) 28.5

事業費内訳
（主なもの）

委託料 委託料 委託料

従事職員数(人) 0.05 0.05 0.05 平均人件費

事業費（A）
891 1,188 1,188 3,267

一般財源
891 1,188 1,188 3,267

その他
0

地方債
0

県支出金
0財

源
内
訳

国庫支出金
0

（単位：千円）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 合計

児童生徒・教職員
学校の特色化と学力向

上
休職者数の減少（人） 6 ― 0

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位） 事業開始時 現在値 最終目標値

総事業費 3,267 千円
3,267

（うち市予算化分）
千円 予算科目

直営

事 業 内 容

　より一層の学力向上を図るためには、各教職員が児
童生徒が理解しやすい授業を工夫していく技術が求め
られるが、児童生徒一人ひとりの能力や家庭環境が異
なるため、授業以外にも教職員にかかる負担が大きい。
教職員へのメンタルヘルス相談を導入して、専門家や
専門機関に相談することで心的ストレスを軽減させる。

進捗状況
・
現状

　精神疾患による病気休暇・休職
者が出ていて、他の疾病に比べ
て期間が長く、再発のリスクも高
い。誰にでも発症する危険があ
り、早急に取り組む必要がある。

事業期間 平成２６年度～平成２８年度（３年間） 会計種類 一般会計

事 業 名 教職員メンタルヘルス事業 担当部課 教育部 学校教育課

事業目的

各教職員の心的負担軽減を図り、授業に集中できる環
境を作ることにより、児童生徒へのより質の高い授業づ
くり目指す。

事業主体 糸島市

実施方法

基本目標２　子どもが健やかに育つまちづくり

政　策 （２）学校教育の充実

施　策 　④　子どもの学習意欲・自尊感情・体力の向上を支援する

重点プロジェクト 　子育て支援プロジェクト
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【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容】

【事業費について】

款 項 目

10 1 2

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

財源の種類 根拠法令等
補助率、交付
税措置率等

総コスト（A＋B） 0 20,870 20,870 総コスト計 41,740

8,700

人件費（B） 0 870 870 人件費割合(%) 4.2

事業費内訳
（主なもの）

報酬
賃金等

報酬
賃金等

従事職員数(人) 0 0.1 0.1 平均人件費

事業費（A）
0 20,000 20,000 40,000

一般財源
0 20,000 20,000 40,000

その他
0

地方債
0

県支出金
0財

源
内
訳

国庫支出金
0

（単位：千円）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 合計

市内中学生 学力の向上 不登校生徒の発生率の減少 3% ― 2.5%

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位） 事業開始時 現在値 最終目標値

総事業費 60,000 千円
60,000

（うち市予算化分）
千円 予算科目

直営

事 業 内 容

　中学校１年の学級編成を３５人で実施するため、市費
負担教員を任用する。

進捗状況
・
現状

　糸島市内中学校の学力・学習状況
調査結果は、おおむね全国・県の平
均を上回る結果となっている。今後
は、この数値を更に向上させたい。
　児童生徒が小学校から中学校への
進学において、新しい環境での学習
や生活へうまく適応できず、不登校等
の問題行動へつながっていく事態い
わゆる「中１ギャップ」が指摘されてい
る。

事業期間 平成２７年度～平成２９年度（３年間） 会計種類 一般会計

事 業 名 中学校少人数学級推進事業 担当部課 教育部 学校教育課

事業目的

　中学校生活のスタートである１年生の時期に生活習慣
や学習習慣、教科の学び方等をきめ細やかに指導し、
３年間の中学校生活を充実させる。

事業主体 糸島市

実施方法

基本目標２　子どもが健やかに育つまちづくり

政　策 （２）学校教育の充実

施　策 　④　子どもの学習意欲・自尊感情・体力の向上を支援する

重点プロジェクト 　子育て支援プロジェクト
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【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容】

【事業費について】

款 項 目

10 1 2

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

財源の種類 根拠法令等
補助率、交付
税措置率等

総コスト（A＋B） 4,390 4,390 4,390 総コスト計 13,170

8,700

人件費（B） 870 870 870 人件費割合(%) 19.8

事業費内訳
（主なもの）

諸謝礼
消耗品費等

諸謝礼
消耗品費等

諸謝礼
消耗品費等

従事職員数(人) 0.1 0.1 0.1 平均人件費

事業費（A）
3,520 3,520 3,520 10,560

一般財源
3,520 3,520 3,520 10,560

その他
0

地方債
0

県支出金
0財

源
内
訳

国庫支出金
0

（単位：千円）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 合計

児童生徒 土曜日の教育活動の充実 土曜日の教育活動の実施日数
全校４日
以上実施

―
全校６日
以上実施

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位） 事業開始時 現在値 最終目標値

総事業費 10,560 千円
10,560

（うち市予算化分）
千円 予算科目

直営

事 業 内 容

　土曜日に年間約１０日程度、地域の人材を活用して
補充的・発展的な学習を充実する。

進捗状況
・
現状

現在、各学校で学期に２回（年６
回）土曜授業を実施しているが、
今後回数の増も含め拡大していく
方向である。

事業期間 平成２６年度～平成２８年度（３年間） 会計種類 一般会計

事 業 名 土曜日の教育活動推進事業 担当部課 教育部 学校教育課

事業目的

  すべての子どもたちの土曜日の教育活動の充実のた
め、地域の多様な経験を持つ人材等を活用した教育支
援体制等の構築を図る。

事業主体 糸島市

実施方法

基本目標２　子どもが健やかに育つまちづくり

政　策 （２）学校教育の充実

施　策 　④　子どもの学習意欲・自尊感情・体力の向上を支援する

重点プロジェクト 　子育て支援プロジェクト
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【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容】

【事業費について】

款 項 目

10 1 2

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

財源の種類 根拠法令等
補助率、交付
税措置率等

国庫支出金

総コスト（A＋B） 2,087 2,087 2,087 総コスト計 6,261

8,700

人件費（B） 87 87 87 人件費割合(%) 4.2

事業費内訳
（主なもの）

報償費
消耗品費
備品購入費

報償費
消耗品費
備品購入費

報償費
消耗品費
備品購入費

従事職員数(人) 0.01 0.01 0.01 平均人件費

事業費（A）
2,000 2,000 2,000 6,000

一般財源
2,000 2,000 2,000 6,000

その他
0

地方債
0

県支出金
0財

源
内
訳

国庫支出金
0

（単位：千円）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 合計

児童 学校の特色化
学校の特色化が図られた学校

（校）
0 8 16

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位） 事業開始時 現在値 最終目標値

6,000

（うち市予算化分）
千円 予算科目

事 業 内 容
進捗状況

・
現状

総事業費 6,000 千円

事業期間

事業目的
事業主体 糸島市

実施方法

　備品購入費等の予算に限りがあ
るため、各学校の特色化が示せな
い。

　各学校の特色化を鮮明にし、学校の独自性を引き出
すため、各学校が創意工夫を凝らした事業を展開す
る。

　各学校の特色化・独自性を引き出すために、事業を
希望する学校長の提案に基づいて、事業に必要な予
算（報償費、消耗品費、備品購入費等）を配当する。

担当部課 教育部 学校教育課

平成２６年度～平成２８年度（３年間） 会計種類 一般会計

基本目標２　子どもが健やかに育つまちづくり

政　策 （２）学校教育の充実

直営

施　策 　④　子どもの学習意欲・自尊感情・体力の向上を支援する

重点プロジェクト 　子育て支援プロジェクト

事 業 名 特色ある小学校づくり事業
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【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容】

【事業費について】

款 項 目

10 1 2

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

財源の種類 根拠法令等
補助率、交付
税措置率等

国庫支出金

総コスト（A＋B） 1,107 1,107 1,107 総コスト計 3,321

8,700

人件費（B） 87 87 87 人件費割合(%) 7.9

事業費内訳
（主なもの）

報償費
消耗品費
備品購入費

報償費
消耗品費
備品購入費

報償費
消耗品費
備品購入費

従事職員数(人) 0.01 0.01 0.01 平均人件費

事業費（A）
1,020 1,020 1,020 3,060

一般財源
1,020 1,020 1,020 3,060

その他
0

地方債
0

県支出金
0財

源
内
訳

国庫支出金
0

（単位：千円）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 合計

事業開始時 現在値 最終目標値

生徒 学校の特色化
学校の特色化が図られた学校

（校）
0 2 6

3,060 千円
3,060

（うち市予算化分）
千円

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位）

予算科目

事 業 内 容

　各学校の特色化・独自性を引き出すために、事業を
希望する学校長の提案に基づいて、事業に必要な予
算（講師謝金、消耗品費、備品購入費等）を配当する。

進捗状況
・
現状

　備品購入費等の予算に限りがあ
るため、各学校の特色化が示せな
い。

事業期間 平成２６年度～平成２８年度（３年間） 会計種類 一般会計

総事業費

事業目的

　各学校の特色化を鮮明にし、学校の独自性を引き出
すことにより、各学校が創意工夫を凝らした事業を展開
する。

事業主体 糸島市

実施方法 直営

施　策 　④　子どもの学習意欲・自尊感情・体力の向上を支援する

重点プロジェクト 　子育て支援プロジェクト

事 業 名 特色ある中学校づくり事業 担当部課 教育部 学校教育課

基本目標２　子どもが健やかに育つまちづくり

政　策 （２）学校教育の充実
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